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長野県強靱化計画（案）について 

 

 

 

 

 

１ 策定趣旨 

大規模自然災害への「備え」について、これまで発生した災害の教訓を踏まえ、最悪の事

態を想定するという視点から強靱化に向けた施策を効果的に推進するため、国土強靱化基本

法第 13条に基づき策定するもの 

２ 計画の性格及び期間 

  国土強靱化の観点から本県における様々な分野の指針となる計画 

  平成 28年度から 29年度までの２年間 

３ 策定の経過 

 

 

 

 

４ 計画の構成 

○第１章 計画の基本的事項 

○第２章 基本的な考え方 

・総合目標 

多くの災害から学び、生命・財産・暮らしを守りぬく多くの災害から学び、生命・財産・暮らしを守りぬく多くの災害から学び、生命・財産・暮らしを守りぬく多くの災害から学び、生命・財産・暮らしを守りぬく    

・７つの基本目標 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が行われること 

３ 必要不可欠な行政機能、情報通信機能は確保すること 

４ 必要最低限のライフラインは確保し、これらの早期復旧を図ること 

５ 流通・経済活動が停滞しないこと 

６ 二次的な被害を発生させないこと 

７ 被災した方々が、元の暮らしに迅速に戻れること 

○第３章 取り組むべき事項 

・３２の「起きてはならない最悪の事態」ごとに、以下の項目で構成 

１ 現状認識、問題点の整理（脆弱性の評価）・・・現在の状況、課題を整理 

２ 施  策・・・課題等に対する施策と、県民が取り組む事項を明記 

３ 達成目標・・・「しあわせ信州創造プラン」等の計画と整合を図りながら、 

強靱化を達成するための目標を設定 

５ 計画の特徴 

（１）平成 28年度当初予算編成と併せて３つの重点的に取り組む項目を設定３つの重点的に取り組む項目を設定３つの重点的に取り組む項目を設定３つの重点的に取り組む項目を設定 

（２）「起きてはならない最悪の事態」を克服するため、ライフラインライフラインライフラインライフライン関連関連関連関連事業者事業者事業者事業者(16(16(16(16 社社社社))))が主が主が主が主

体的に本計画に参画体的に本計画に参画体的に本計画に参画体的に本計画に参画（全国初） 

（３）自助、共助が重要であることから、県民が県民が県民が県民が取り組むべきことを取り組むべきことを取り組むべきことを取り組むべきことを本計画で明確化本計画で明確化本計画で明確化本計画で明確化（全国初） 

（４）災害時における外国籍住民や外国人旅行者外国籍住民や外国人旅行者外国籍住民や外国人旅行者外国籍住民や外国人旅行者、高齢者、障がい者等要配慮者への対応、、高齢者、障がい者等要配慮者への対応、、高齢者、障がい者等要配慮者への対応、、高齢者、障がい者等要配慮者への対応、女女女女

性性性性（（（（消防団員消防団員消防団員消防団員、避難所対応等）、避難所対応等）、避難所対応等）、避難所対応等）のののの視点を活かす取組視点を活かす取組視点を活かす取組視点を活かす取組等等等等を記載 

（５）中央日本四県（新潟、山梨、静岡、長野）による災害時の広域応援協定中央日本四県（新潟、山梨、静岡、長野）による災害時の広域応援協定中央日本四県（新潟、山梨、静岡、長野）による災害時の広域応援協定中央日本四県（新潟、山梨、静岡、長野）による災害時の広域応援協定など、広域的な

連携の推進を位置付け 

災害が発生しても生命を失わず、迅速に元の生活に戻るため、最悪の事態を念頭に置

き、平時からの「備え」を誰もが行うことにより、社会全体が災害に強くなること。 

長野県における強靱化の定義 

【平成 26年度】 

・過去の災害を踏まえ、７つの基本目標の設定と

３２の起きてはならない最悪の事態を想定 

・現状の認識と問題点を整理「脆弱性の評価」 

【平成 27年度】 

・問題点を克服するための施策、達成目標を設定 

・有識者から意見聴取 

・ライフライン関連事業者の策定参画 

・市町村、関係団体への説明と意見交換 

・パブリックコメントの実施 

平成 28年(2016 年)３月 25 日 

危機管理部 消防課 総務係 

（課長）西澤 清 （担当）青木 武文 

電 話：026-235-7407（直通） 

    026-232-0111（代表）内線 5216 

ＦＡＸ：026-234-5869 

E-mail : shobo@pref.nagano.lg.jp 

資料１ 
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第３章 取り組むべき事項 
⻑野県強靱化計画における重点項目 

 
 
１ 「絆」で⽣命を守る地域防災⼒の充実 
   （４ページ） 

２ 地震から⽣命を守る建物の耐震化 
   （５ページ） 

３ 土砂災害から⽣命を守る対策 
   （６ページ） 

○災害時における⾏政の救助・救出「公助」にあわせて、⾃ら⽣命を守る「⾃助」、
みんなで助け合う「共助」が重要 

○そのために、強靱化計画として３つの重点項目を設定 

３つの重点項目 

 
 
○「地域の防災マップ」の作成支援 

（地域の危険な箇所の把握に必要） 
  （４・６ページ） 

○「災害時住⺠支え合いマップ」の作成支援 
（避難⾏動要支援者の安全な避難に必要） 

  （４・６ページ） 

○災害に関する体験型の出前講座「地域の防
災⼒をアップしよう」の強化 

（４ページ） 

○リフォーム等とセットで耐震補強の方法
を学べる出張講座の実施 

  （５ページ） 
 

指導者養成 

 

直接支援 

例えば、県はこのようなことをやります 

 

 

県が「地域支援」
チームで支援 
・危機管理部 
・健康福祉部 
・建設部 
・林務部 
・農政部 

地元⾃治会等 
 

市町村 

支
援 

支
援 

マ
ッ
プ
等
作
成
支
援

 

出
前
講
座
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⻑野県強靱化「地域支援」チームの設置 
 
１ 趣旨 
 ○ 強靱化の取り組みは地域防災⼒、建物の耐震化、土砂災害対策など、分野横

断の連携が必要 
 ○ 取り組みの主体は、市町村、自治会、自主防災組織など、「地域」が重要 
 ○ 県は部局横断のチームで「地域」を支援し、取り組みを促進 
 
２ チームの活動 
 ○ 危機管理監がチームリーダー 
 ○ テーマ・地域に応じ、関係部局、現地機関が参集 
 ○ 機動的に活動 
 ○ 市町村、自治会、自主防災組織等からの相談に対し、必要なチームで応じる 
 ○ チームで市町村、自治会等へ投げかけも実施 
 
３ テーマ等 （各テーマともに危機管理監がチームリーダー ○：サブリーダー） 

テーマ 参集・活動する課（想定） 

地域防災⼒の充実 
（防災マップ、災害時住

⺠支え合いマップ等） 

○危機管理防災課、消防課、砂防課、 
森林づくり推進課、農地整備課 
地域福祉課、県社会福祉協議会 

建物の耐震化 

○建築住宅課、消防課、危機管理防災課、  
義務教育課、私学・高等教育課、 
こども・家庭課、山岳高原観光課、 
食品・生活衛生課、産業⽴地・経営支援課、 
医療推進課 

土砂災害に対する対策 
○砂防課、森林づくり推進課、農地整備課 

消防課、危機管理防災課、健康福祉政策課、 
地域福祉課、建築住宅課 
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○地域の防災活動(避難訓練、講習会等)に参加したことがある世帯の割合 

現状及び目標値は、今後、県政モニターアンケートで調査のうえ設定 

○災害時住⺠⽀え合いマップ等の作成地区数 
  現状（H27） 目標（H37） 

(マップに準ずる取り組みの実施地区を含む) 

2,411 地区 要配慮者がいるすべての地区
（3,864 地区※毎年調査） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

○「災害時住⺠⽀え合いマップ」「地域の防災マップ」等の作成を⽀援 
（県がチームで連携して避難⾏動要⽀援者が安全に避難できる体制を確⽴） 

危機管理防災課 
 
消防課 
 
砂防課 
 
森林づくり推進課 
 
農地整備課 
 
地域福祉課 
 
（県社会福祉 

協議会） 
 
 
※機動的に連携 

○住⺠⽀え合い活動推進指導員の配置 
（県社会福祉協議会に指導員を配置。活動例として市町村社協、⺠⽣委員等

に対してマップの作成手法を指導） 

○出前講座の充実のための防災指導員を配置 
（県の出前講座に加え、H29までに全市町村で出前講座を可能にする） 

○工夫を凝らした県⺠向け体験型出前講座「地域の防災⼒をアップしよう」
の開催 

（災害図上ゲームDIG（ディグ）、避難所運営ゲームHUG（ハグ）、災害クロ
スロード、ぼうさいダックを実施） 

○自主防災アドバイザーの委嘱 
（地域住⺠の中から自主防災アドバイザーを養成・委嘱し、自主防災組織の

⽴ち上げや、その活動の活性化に必要な⽀援を実施） 

○市町村⻑向け「減災トップフォーラムin⻑野」の開催 
（市町村⻑の災害時における実践的研修を実施し、防災対策の理解を促進） 

＜達成目標＞ 

重点項目１ 「絆」で⽣命を守る地域防災⼒の充実 

県は 
チームで⽀援 ＜取り組み＞ 

災害時住⺠⽀え合いマップ イメージ 地域の防災マップ イメージ 
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○住宅の耐震化率 

平成 32 年度までに 90％ 

○⼦供たちが利⽤する⼀定規模以上の学校等※の耐震化率 
平成 32 年度までに 100％ 

  ※⼀定規模以上の学校等  幼稚園、保育所：階数２以上かつ 500 ㎡以上 
               ⼩・中・中等教育学校の前期課程若しくは特別⽀援学校：階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 
               上記以外を除く学校：階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 

○要緊急安全確認大規模建築物の耐震化 
平成 32 年度までに完了 

 
 

 

 
○全対象住宅の所有者に チラシを配布 
（改めて対象住宅の全ての所有者への啓発を強化） 

建築住宅課 
 
消防課 
 
危機管理防災課 
 
義務教育課 
 
私学・高等教育課 
 
こども・家庭課 
 
山岳高原観光課 
 
食品・生活衛生課 
 
産業⽴地・経営⽀
援課 
 
医療推進課 
 
 
※機動的に連携 

○住⺠に⾝近な地区公⺠館等で出張講座を開催 
（市町村、建築関係団体と連携し、リフォームをセット

にした耐震補強の実例などを紹介） 

○住宅・建築物耐震改修促進事業補助⾦による耐震改修
の促進 

 ○学校施設環境改善交付⾦による整備促進 
（公⽴幼・⼩・中学校） 

○私⽴学校施設整備費補助⾦による整備促進 
（私⽴幼、⼩・中・高等学校） 

○安⼼こども基⾦事業、保育所等整備交付⾦、緊急防
災・減災事業債による整備促進（公・私⽴保育所） 

 
○医療施設等耐震整備事業による整備促進（災害拠点病

院等） 

 
○⼤規模建築物耐震改修補助⾦による整備促進 
（大規模な旅館・ホテル） 

○耐震化の必要性の啓発や、⻑野県中⼩企業融資制度に
よる整備促進 

（⼩・中規模の旅館・ホテル） 

＜達成目標＞ 

重点項目２ 地震から生命を守る建物の耐震化 

県は 
チームで支援 

学校・幼稚園・ 
保育所 

旅館・ホテル 

病院 

＜取り組み＞ 

住宅 
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○⼟砂災害の危険度の判断を容易にする情報の配信 

平成 29 年度までに全市町村対象に配信 

○⼟砂災害特別警戒区域内の要配慮者利⽤施設に対する⼟砂災害対策着⼿率 
平成 29 年度までに全施設に対して事業着⼿ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

○「地域の防災マップ」「災害時住⺠⽀え合いマップ」等の作成を支援 
（防災マップの作成を県がチームで連携して支援し、地元自治会等へ直接支

援や、すべての市町村の職員等を対象とした指導者養成講座を開催。マッ
プを活⽤した避難訓練が実施されるよう市町村を支援） 

 
 
 
砂防課 
 
森林づくり推進課 
 
農地整備課 
 
消防課 
 
危機管理防災課 
 
健康福祉政策課 
 
地域福祉課 
 
建築住宅課 
 

  
 
※機動的に連携 

○緊急情報を携帯電話に⼀⻫配信する緊急速報メールを全市町村から送信 
（迅速に避難勧告等の文字情報を伝達する体制を確⽴） 

○テレビ、ラジオ等を通じて防災情報を伝えるＬアラートによる情報発信 
（⻑野県防災情報システムからメディアを通じて情報発信する体制の構築） 

○「⻑野県河川砂防情報ステーション」の機能を強化 
（GIS機能とGPS機能を利⽤し、現地点のリアルタイム⼟砂災害危険度など

の防災情報を瞬時に提供） 

○要配慮者利⽤施設等を保全するハード・ソフト⼀体となった対策の推進 
（⼟砂災害発⽣リスクの⾼い箇所への⽴地抑制や優先的な施設整備の実施） 

○災害危険住宅移転事業による移転の支援 
（⼟砂災害特別警戒区域等の危険な区域にある住宅の移転に対して補助） 

○「⼟砂災害警戒区域」の指定を完了、砂防堰堤等の整備を促進 
（⼟砂災害の危険性のある場所を明確化、⼟砂災害の被害を軽減） 

○航空レーザ測量データを活⽤した山地災害危険箇所の抽出  

＜達成目標＞ 

重点項目３ ⼟砂災害から⽣命を守る対策 

県は 
チームで⽀援 

＜取り組み＞ 

（⻑野県河川砂防情報ステーションの機能強化イメージ） 



















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成平成平成平成 28282828 年度予算年度予算年度予算年度予算    県土強靱化の推進県土強靱化の推進県土強靱化の推進県土強靱化の推進    

 

 

●長野県は、地形的・気象的な特性により、数多くの災害が発生、甚大な被害 

●平成 26 年は、２月の大雪災害、７月の土石流災害、９月の御嶽山噴火災害、11 月の神城断層地震と、多くの災害が発生 

●強靱化とは、災害が発生しても生命を失わず、迅速に元の生活に戻るため、最悪の事態を念頭に置き、平時からの「備え」を誰もが行うことにより、社会全体が災害に強くなること 

●過去の災害から得られた教訓を踏まえ、強靱化に向けた施策を効果的に推進 

３つの重点項目 主な県土強靱化の推進事業 

◆◆◆◆災害時住民支え合いマップ等の作成支援災害時住民支え合いマップ等の作成支援災害時住民支え合いマップ等の作成支援災害時住民支え合いマップ等の作成支援    

    【健康福祉部】    

◆出前講座の充実のための防災指導員を配置出前講座の充実のための防災指導員を配置出前講座の充実のための防災指導員を配置出前講座の充実のための防災指導員を配置 

県の出前講座に加え、H29 までに全市町村で

出前講座を実施可能にする  (234 万 9 千円) 

◆（新）「減災トップフォーラム（新）「減災トップフォーラム（新）「減災トップフォーラム（新）「減災トップフォーラム inininin 長野」を開催長野」を開催長野」を開催長野」を開催    

市町村長の災害時における実践的研修を 

実施し、防災対策の理解を促進 (73万7千円) 

【以上、危機管理部】 

◆住民支え合い活動推進指導員の配置住民支え合い活動推進指導員の配置住民支え合い活動推進指導員の配置住民支え合い活動推進指導員の配置 

                                    【健康福祉部】 (1183 万 7 千円) 

１「絆」で⽣命を守る地域防災⼒の充実 

 

◆住宅等の耐震診断・耐震改修を推進住宅等の耐震診断・耐震改修を推進住宅等の耐震診断・耐震改修を推進住宅等の耐震診断・耐震改修を推進 

補助に加え、全対象住戸の所有者への啓発等

により耐震化を推進 【建設部】(8346 万 6 千円) 

◆大規模建築物の耐震化を支援大規模建築物の耐震化を支援大規模建築物の耐震化を支援大規模建築物の耐震化を支援 

耐震診断を義務付けられた大規模建築物の 

耐震改修への補助 【建設部】(2546 万 6 千円) 

２ 地震から⽣命を守る建物の耐震化 

 

◆土砂災害防止法に基づく砂防基礎調査等の砂防基礎調査等の砂防基礎調査等の砂防基礎調査等の    

実施実施実施実施                    【建設部】 (1 億 8510 万 3 千円） 

◆土砂災害特別警戒区域等の危険な区域にある危険な区域にある危険な区域にある危険な区域にある

住宅移転住宅移転住宅移転住宅移転へのへのへのへの補助補助補助補助 【建設部】(200 万 6 千円) 

◆土砂災害を軽減するため、砂防堰堤等を整備砂防堰堤等を整備砂防堰堤等を整備砂防堰堤等を整備    

【建設部】 （111 億 3430 万円） 

３ 土砂災害から⽣命を守る対策 

 

◆消防学校の消防ポンプ自動車を更新し、効果的な訓練の実施に 

よりスキルの高い消防職員を養成 【危機管理部】 (2444 万 7 千円)

◆((((新新新新))))    全国の消防団員が、ポンプ操法の技術等を競い、交流する全

国消防操法長野大会の開催を支援   【危機管理部】 (500 万円) 

 

◆((((新）新）新）新）火山防災協議会が作成する火山ハザードマップ等の作成を 

支援                      【危機管理部】 (2000 万円) 

◆((((新新新新））））火山防災協議会の課題等を共有し、対策を進める連絡会議 

の設置、開催                 【危機管理部】 (62 万 5 千円) 

◆((((新新新新))))火山の山頂等の山小屋を強化    【観光部】 (273 万 2 千円) 

◆((((新新新新))))災害時における要配慮者への包括的かつ継続的な支援活動 

がスムーズに行われるよう福祉の広域支援ネットワークを構築 

                        【健康福祉部】 (2694 万 7 千円) 

◆((((新新新新))))防災上重要な拠点等となる県有施設の耐震性能の強化や吊 

り天井の落下防止等を推進   【建設部】 (15 億 7624 万 2 千円) 

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 負傷者等に対し、迅速に救助、救急活動が⾏われ
ること 

 

◆平成 28 年４月から運用を開始する「長野県防災情報システム」

の維持、管理            【危機管理部】 (2072 万 3 千円) 

３ 必要不可⽋な⾏政機能、情報通信機能は確保する
こと 

 

◆市町村が行う水道施設の耐震化及び広域化に資する事業に 

係る経費の一部について助成  【環境部】(5 億 2822 万 5 千円) 

◆避難所、防災拠点等への自然エネルギー設備導入に対して 

助成                       【環境部】 (3 億 1567 万 8 千円) 

◆県営水道の浄水場や管路の耐震化を推進するとともに、避難所

となる学校に「安心の蛇口」を設置 【企業局】(13 億 3395 万円) 

４ 必要最低限のライフラインは確保し、これらの 
早期復旧を図ること 

 

◆耐震補強やＢＣＰ（事業継続計画）作成等防災対策を実施する

企業へ資金貸付  【産業労働部】  

５ 流通・経済活動が停滞しないこと 

 

◆農業用ため池の耐震対策など農業用施設の防災対策工事の 

実施                     【農政部】 (24 億 609 万 1 千円) 

◆緊急に手入れが必要な里山林の間伐や民有林で計画的に行わ

れる間伐等の森林整備への助成【林務部】(33億1039万3千円)    

６ 二次的な被害を発⽣させないこと 

 

◆長野県神城断層地震における被災者生活再建支援法の適用

対象とならない被災世帯に対して最高 300 万円の県単災害見

舞金を給付               【危機管理部】 (5400 万円) 

◆県単独の嵩上げ補助により、白馬村が実施する被災者向け 

公営住宅の建設を促進        【建設部】 (6282 万 6 千円) 

◆災害復興住宅資金の貸付を受けた者に対して補助（利子補給）

し、災害復興住宅の再建を促進   【建設部】 (481 万 8 千円) 

７ 被災した方々が、元の暮らしに迅速に戻れること 

116116116116 億億億億 8033803380338033 万円万円万円万円    

2222 億億億億 1906190619061906 万円万円万円万円    

351351351351 億億億億 9673967396739673 万円万円万円万円    

90909090 億億億億 5734573457345734 万円万円万円万円    

151151151151 億億億億 4597459745974597 万円万円万円万円    

89898989 億億億億 7364736473647364 万円万円万円万円    

4444 億億億億 1476147614761476 万円万円万円万円    

取取取取りりりり組みの趣旨組みの趣旨組みの趣旨組みの趣旨    

 
災害が発⽣しても、犠牲者を出さず、被害の最⼩化により迅速に復旧・復興できる社会の実現を目指します。 

長野県強靱化計画の７つの基本目標に基づき強靱化を推進 

計画期間２年間（平成 28～29 年度） 

- 15 - 


